
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）　1　職員手当には退職手当は含みません。
　　　　　　　　2　職員数は、21年4月1日現在の人数です。

（３）特記事項

平成１６年１０月１日に、旧新庄町、旧當麻町及び旧西葛城消防組合が合併し葛城市となりました。

（４）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

※算出方法：

（注）　1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　　　　　　2　類似団体とは、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）により類似している団体をいいます。
　　　　 　　　　 （Ⅰ―２）は類型区分名を表します。

葛城市の給与・定員管理等について

職員構成を学歴別、経験年数別
に区分し、葛城市の職員構成が
国の職員構成と同一であると仮
定し算出します。
葛城市の仮定給料総額（学歴
別、経験年数別の平均給料月
額に国の職員数を乗じて得た総
和）を国の実俸給総額で除して
得る加重平均です。

区分

21年度

職員数
（Ａ）

給料

307 1,114,971

給　　　　　与　　　　　費

290,359 1,837,363

人　

期末・勤勉手当 計（Ｂ）

千円　 千円　 千円　 千円　

職員手当

5,985

％　

22.1

千円　

302,839

千円　

（Ｂ／Ａ）

432,033

千円　

1人当たり
給与費

区分
住民基本台帳人口

(21年度末）
歳出額
（Ａ）

21年度
人　　

36,172

千円　

12,129,939

（参考）
20年度の
人件費率

％　

22.5

実質収支
人件費

（Ｂ）
人件費率
（Ｂ／Ａ）

2,680,945

H17
89.7

H17
94.7

H17
97.6

H22
91.2

H22
96.3

H22
98.8

85

90

95

100

105

葛城市 類似団体平均 全国市平均
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２　一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）

①一般行政職

②技能労務職

（単位：円）

243,700

１号給の給料月額

最高号給の給料月額 403,000390,500356,600309,400

１級

320,600289,200261,900222,900185,800135,600

５級４級３級２級 ７級

366,200

459,100

６級

425,100

奈良県
歳　 円　 円　

50.0 363,137
420,277
398,473

奈良県

歳　 円　 円　

44.2 346,636
430,396
386,834

国
歳　 円　 円　

49.3 284,514 322,291

葛城市

区分

うち給食調理員

うち清掃職員

歳　

類似団体
（Ⅰ－２）

歳　

うちその他職員
（自動車運転員等）

円　 円　

38.2 224,800
335,400
251,226

円　

55.7 236,500
245,220
244,400

歳　

国

歳　 円　 円　

41.9 325,579 395,666

葛城市

歳　 円　 円　

44.3 316,100
402,194
364,212

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

類似団体
（Ⅰ－２）

歳　 円　 円　

44.3 335,118
395,080
367,802

円　

59.1 332,700
420,200
342,700

歳　 円　

312,718
293,906

279,113

円　 円　

42.0

48.1

円　

231,000
316,374
252,600

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

円　歳　 円　
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③教育職（幼稚園）

（注）　1　「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　　　　2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
　　　　　　　　 手当などの諸手当の額を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、

　　　　 地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また、下段は、国家公務員の平均
　　　　 給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国
　　　　 家公務員と同じベースで再計算したものです。

（２）職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

218,400 円 251,200 円

251,167 円

　　　　　　　　　該当者なし

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

葛城市

歳　

42.7

類似団体
（Ⅰ－２）

歳　 円　

41.2 302,488

円　

298,800

円　

経験年数１０年 経験年数１５年

172,200 円

葛城市

133,528 円 －

142,766 円

経験年数２０年区　　　　分

区　　　分

円

一般行政職
大学卒

一般行政職
大学卒

高校卒 140,100 円

技能労務職 高校卒

176,655 円 172,200 円

円　

331,105
-

329,888
320,538

154,400 円

高校卒

高校卒技能労務職

奈良県 国 

286,450　　　　　　　　　該当者なし

279,000 円 315,600

140,100 円

円

　　　　　　　　　該当者なし
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

（注）　1　葛城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　　　　2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

２級 ３級

課長
・主幹

主事

14.5%

45人

課長

４級

23.3%

主事補
・主事

７級

構成比

職員数

3.6% 38.9%11.9%

7人 75人 28人

区　　分

標準的な
職務内容

１級

23人

主査 課長補佐

５級 ６級

4.7%

部長

6人

3.1%

9人

職員数の構成比

11.9% 6.9%

3.6% 8.5%

38.9% 39.9%

23.3% 23.4%

14.5% 13.3%

3.1% 3.2%
4.7% 4.8%

0%

10%

20%
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40%

50%
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100%

平成２２年 平成２１年

3級

4級4級

5級5級

6級6級

7級7級

2級
2級

1級
1級

3級
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５　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（２）退職手当（平成22年4月1日現在）

定年前早期退職特例措置 (2% ～ 20%加算) 定年前早期退職特例措置 (2% ～ 20%加算)

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、21年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

5 ～ 20%

期末手当

2.75月分

（1.5月分）

・管理職加算 10 ～ 25%・管理職加算

最高限度額

47.5 月分

自己都合

・役職加算

59.28月分

　（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20%5 ～ 20%

10 ～ 20%

葛城市 国

・役職加算

勤勉手当勤勉手当

33.5 月分

1.4月分

（0.7月分）

勧奨・定年（支給率）

勤続35年

33.5 月分

59.28月分

勧奨・定年 自己都合（支給率）

41.34月分

23.5 月分

59.28月分

2.75月分

（1.5月分）

2.75月分

（1.5月分）

1.4月分

（0.7月分）

　（加算措置の状況）

1.4月分

（0.7月分）

国

　１人当たり平均支給額（21年度）

1,781千円　　

　（21年度支給割合）

―

　（21年度支給割合）

葛城市

　１人当たり平均支給額（21年度）

1,640千円　　

奈良県

　（21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

30.55月分

勤続25年 41.34月分

勤続20年

59.28月分

その他の加算措置

47.5 月分勤続35年

24,256千円

その他の加算措置

1人当たり平均支給額

59.28月分

17,303千円

59.28月分

30.55月分勤続20年

勤続25年

23.5 月分

最高限度額
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（３）地域手当（平成22年4月1日現在）

（４）特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

6種類

（５）時間外勤務手当

　　　支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

22,732千円　　　

環境衛生業務手当 清掃業務員

本務としない職員が、臨時に
マイクロバスの運転を行う

行旅死亡人等取扱手当 福祉担当職員

有線放送業務
高所作業等手当

塵芥・し尿処理作業及び
危険な作業

マイクロバス運転手当 マイクロバス運転従事職員

感染症対策業務手当

有線放送業務担当職員

日額　50円～600円
１件　200円～400円

（業務の内容に応じて）
消防職員消防防災手当

支給対象地域 支給率

280,642円 　 　 

　　　職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

左記職員に対する
支給単価

日額　1,000円

消防業務、救急業務及び
救助業務

　　　職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）    303,972円　　

66,266千円　　

　　　支給実績（20年度決算） 60,102千円　　

　　　職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）    292,869円　　

3%

　　　手当の種類（手当数）

手当の名称

全地域 3%

23.3%

　　　支給実績（21年度決算）

　　　支給実績（21年度決算）

主な支給対象職員

感染症発生に伴う防疫作業保健師

行旅死亡人等の収容作業

主な支給対象業務

日額　5,000円

日額　5,000円

日額　1,500円～
3,400円

（業務の内容に応じて）

日額　2,000円～
3,500円

（運転距離に応じて）

有線放送の維持管理に
おける高所作業

国の制度（支給率）

　　　支給実績（21年度決算） 36,652千円　　

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 105,322円　 　

支給対象職員数

348人
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（６）その他の手当（平成22年4月1日現在）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（21年度決算）

住居手当

手当名

無し

内容及び支給単価（月額）

・借家　最高支給限度額　27,000円

扶養手当 222,416円　51,378千円　

・配偶者　13,000円
・扶養親族6,500円（ただし、配偶者のいない
扶養親族の1人目は、11,000円。
・満16歳の年度始めから満22歳の年度終わり
までの子1人につき5,000円加算

11,635千円　 44,408円　

8,934千円　 139,593円　

通勤手当

・交通機関利用者　運賃等相当額が 55,000
円以下については運賃等相当額
・自動車等の使用者（片道の距離）

             2㎞以上   5㎞未満      2,000円
             5㎞以上  10㎞未満     4,100円
            10㎞以上 15㎞未満      6,500円
　　　　　 15㎞以上 20㎞未満      8,900円
　　　　　 20㎞以上 25㎞未満　　11,300円
　　　　　 25㎞以上 30㎞未満　　13,700円
　　　　　 30㎞以上 35㎞未満　　16,100円
　　　　　 35㎞以上 40㎞未満　　18,500円
　　　　　 40㎞以上 45㎞未満　　20,900円
　　　　　 45㎞以上 50㎞未満　　21,800円
　　　　　 50㎞以上 55㎞未満　　22,700円
　　　　　 55㎞以上 60㎞未満　　23,600円
　　　　　 60㎞以上                　24,500円

同じ 無し

・管理又は監督の地位にある職員
　部長級（部長、理事）　   　給料月額に100分の15を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗じて得た額（100円未満の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　端数は切り捨て。以下同じ。）
　課長級（課長、主幹）　　　　　給料月額に100分の12を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗じて得た額
　課長補佐級　　　　　　　　 　　給料月額に100分の10を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗じて得た額

同じ 無し

国の制度
との異同

同じ

55,339千円　 465,034円　

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（21年度決算）

宿日直手当 同じ 無し

・正規の勤務時間として午後10時から午前5時
までの間に勤務した者
　勤務1時間当たり支給額（支給単価）に100
分の25を乗じて得た額に、勤務時間数を乗じ
る

   ※勤務1時間当たり支給額　　　　　同上

同じ夜間勤務手当

406,083円　

・宿日直業務（一般）　4,200円／日 45,180円　

・祝日法による休日及び年末年始の休日等に
勤務した者
　勤務1時間当たり支給額（支給単価）に100
分の135を乗じて得た額に、勤務時間数を乗
じる

  ※勤務1時間当たり支給額
     （給料月額＋給料月額に対する地域手当月額）×12
                  1週間当たりの勤務時間×52

同じ

75,960円　1,899千円　

8,765千円　

無し

無し 9,746千円　休日勤務手当

管理職手当
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６　特別職の報酬等の状況

　　（21年度支給割合）

3.10月分

3.10月分

　（１期の手当額） （支給時期）

給料月額×支給率（5.2)×在職年数 18,512,000円 在職中通算

給料月額×支給率（3.3)×在職年数 　9,768,000円 在職中通算

（注）　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年)勤めた場合に
　　おける退職手当の見込み額です。

７　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

区分

（注）　1  職員数は一般職に属する職員数です。

　　　　2　[　]内は、条例定数の合計です。

199

63

45

307

退
職
手
当

期
末
手
当

5

4

[　474　]
合　　　　計

348 9

0

下　水　道 4 -1

11

5
公営
企業
等

会計
部門

水　　　道 11

そ　の　他 21

小　　　計 36

16

32

46 1

小　　　計 312 5

203 4

教育部門 63 0

一般
行政
部門

03

56

18

48 -2

衛　　　生 48 6

50

42

5 1

土　　　木 17 0

4

17

18 0

農林水産 9 09

3

総　　　務 55

議　　　会

275,000円　

255,000円　

／
／
／

310,000円　

（各年4月1日現在）

平成22年4月1日現在

給料月額等

（参考）　類似団体（Ⅰ―２）における最高／最低額

／
／

612,500円　

512,000円　副 市 長

市　　長

740,000円　

989,000円890,000円　

816,000円

市　　長

区分

給
料

副 市 長

副 市 長

議　  長

　退職

　
　
　
　　定年退職　　　　　　▲　３名
　　勧奨退職　　　　　　▲　３名
　　普通退職　　　　　　▲　５名
　　　　　　　　　　計　　 ▲１１名

-1

消防部門

339

[　474　]

普通
会計
部門

税　　　務

商　　　工

民　　　生

計

部門

職員数（人） 対前年
増減数

主な増減理由
平成２２年平成２１年

370,000円　

400,000円　 462,000円

議　  員

市　　長

議　  長 470,000円　

（参考）　類似団体（Ⅰ―２）における最高／最低額

報
酬

528,000円

平成22年4月1日現在

　　（算定方式 : 平成22年4月1日現在)

　　（21年度支給割合）

431,000円

副 議 長

副 議 長

議　  員
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（２）年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）

※定年：60歳

※60歳以上の職員は、再任用職員です。

（３）職員数の推移

（注）

-19

-6.5%

-18.2%

7.0%

-7.4%

20.0%

-5.2%

-14

3

-25

6

21年 22年
過去５年間

の増減数（率）

-14

17年 18年 19年 20年

公営企業等会計

総合計

307 312315327333337

一般行政

教育

消防

普通会計計

203

63

46

36

３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの
　職員増減数の累計を示しています。

２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。
１　計画期間は、平成16年度の合併年度から平成23年度までの7年間です。

70

45

37 35

68

339 348

30

364 350

212

44

203

　　　　　　　　　　区分
　部門

367 363

217

77

43

30

217

74

42

56歳～
59歳

48歳～
51歳

44歳～
47歳

20歳～
23歳

24歳～
27歳

58人 34人47人43人 35人23人

職員数

計

29人

区分

1人 348人

60歳
以上

2人 11人 27人 38人

28歳～
31歳

区分
20歳
未満

職員数

32歳～
35歳

52歳～
55歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

45

32

199

63

1%

3%

8%
7%

8%

12%

10%
11%

14%

17%

10%

0%0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0.16

0.18

20歳未満 24歳～27歳 32歳～35歳 40歳～43歳 48歳～51歳 56歳～59歳

構成比
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８　公営企業職員の状況

（１）　水道事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

（注）　1　職員手当には退職手当は含みません。
　　　　　　　　2　職員数は、22年4月1日現在の人数です。

イ　特記事項

平成１６年１０月１日に、旧新庄町、旧當麻町及び旧西葛城消防組合が合併し葛城市となりました。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

（注）　1  基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。
         2　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

・役職加算 5 ～ 20% ・役職加算 5 ～ 20%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（1.45月分） （0.75月分） （1.45月分） （0.75月分）

2.75月分 1.4月分 2.75月分 1.4月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1,559千円　　 1,640千円　　

　（21年度支給割合） 　（21年度支給割合）

葛城市（企業職） 葛城市（企業職を除く全職種）

　１人当たり平均支給額（21年度） 　１人当たり平均支給額（21年度）

団体平均
歳　 円　 円　

45.6 366,719 546,495

葛城市
歳　 円　 円　

46.0 355,667 536,005

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

10,850 17,149 70,753 6,432

千円　 千円　 千円　 千円　

1人当たり
給与費

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

70,753 11.5 11.8

区分
職員数
（Ａ）

給　　　　　与　　　　　費

職員給与費
（Ｂ）

総費用に占める
職員給与費比率

（Ｂ／Ａ）

（参考）
20年度の

給与費比率

21年度
千円　 千円　 千円　 ％　 ％　

615,901

区分
総費用
（Ａ）

純損益又は
実質収支

112,588

21年度

人　 千円　

11 42,754
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イ　退職手当（平成22年4月1日現在）

定年前早期退職特例措置 (2% ～ 20%加算) 定年前早期退職特例措置 (2% ～ 20%加算)

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成22年4月1日現在）

エ　特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

　　　支給実績（21年度決算） 2,108千円　　

　　　職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）  301千円　　

　　　支給実績（20年度決算） 2,164千円　　

　　　職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）  309千円　　

　　　職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 9％    

　　　手当の種類（手当数） マイクロバス運転業務

　　　支給実績（21年度決算） 4千円　　

　　　支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 0円　  

全地域 3% 11人 3%

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 130,188円　 　

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

－ 9,884千円 24,648千円

　　　支給実績（21年度決算） 1,432千円　　

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

47.5 月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

勤続35年 47.5 月分 59.28月分 勤続35年

23.5 月分 30.55月分

勤続25年 33.5 月分 41.34月分 勤続25年 33.5 月分 41.34月分

勤続20年 23.5 月分 30.55月分 勤続20年

葛城市（企業職） 葛城市（企業職を除く全職種）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
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カ　その他の手当（平成22年4月1日現在）

2,220千円　 554,975円　

宿日直手当
・宿日直業務(一般）　4,200円／日
・宿日直業務(諸施設の巡視、臨時の業務）　6,300
円／日

同じ
業務の
種類、
手当額

783千円　 78,330円　

管理職手当

・管理又は監督の地位にある職員
　局長級　　　　 　　　　 　   　給料月額に100分の15を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗じて得た額（100円未満の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　端数は切り捨て。以下同じ。）
　課長級（課長、主幹）　　　　　給料月額に100分の12を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗じて得た額
　課長補佐級　　　　　　　　 　　給料月額に100分の10を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗じて得た額

同じ 無し

648千円　 324,000円　

通勤手当

・交通機関利用者　運賃等相当額が 55,000
円以下については運賃等相当額
・自動車等の使用者（片道の距離）

　　　　　　2㎞以上　 5㎞未満　　　2,000円
　　　　　　5㎞以上  10㎞未満　 　 4,100円
　　　　　 10㎞以上 15㎞未満       6,500円
　　　　　 15㎞以上 20㎞未満       8,900円
　　　　　 20㎞以上 25㎞未満　 　11,300円
　　　　　 25㎞以上 30㎞未満　 　13,700円
　　　　　 30㎞以上 35㎞未満　 　16,100円
　　　　　 35㎞以上 40㎞未満　　 18,500円
　　　　　 40㎞以上 45㎞未満　 　20,900円
　　　　　 45㎞以上 50㎞未満　 　21,800円
　　　　　 50㎞以上 55㎞未満　 　22,700円
　　　　　 55㎞以上 60㎞未満　 　23,600円
　　　　　 60㎞以上                 　24,500円

同じ 無し 402千円　 36,573円　

住居手当 ・借家　最高支給限度額　27,000円 同じ 無し

支給実績
（21年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（21年度決算）

扶養手当

・配偶者　13,000円
・扶養親族6,500円（ただし、配偶者のいない
扶養親族の1人目は、11,000円。
・満16歳の年度始めから満22歳の年度終わり
までの子1人につき5,000円加算

同じ 無し 2,762千円　 251,091円　

手当名 内容及び支給単価（月額）
一般行政
職の制度
との異同

一般行政
職の制度
と異なる

内容
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９　勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間

（２）年次有給休暇

1年につき20日付与。
現年に付与した日数の残日数は 7.5日
翌年に繰越可能。

（３）特別休暇などの種類

休暇の種類 休暇の内容 有給／無給 付与（限度）日数
病気休暇 負傷又は疾病のため療養する場合 有給 90日

骨髄提供のための休暇 有給 必要と認められる期間
ボランティア休暇 有給 5日／年
結婚休暇 有給 連続5日／年
妻の出産休暇 有給 2日
産前、産後休暇 有給 6週間、出産の翌日から8週間
子の看護のための休暇 有給 5日／年
親族の死亡 有給 1～７日
夏季休暇 有給 3日／７～９月の間

介護休暇 配偶者、父母、子など負傷又は疾病の 1時間当たりの 6月
ため日常生活を営むのに支障があるもの 給与額を減額
を介護する場合

（４）育児休業制度と取得状況

職員が育児をするための休業制度で、最大その子が満3歳をむかえるまで取得できます。
育児休業は1日単位、部分休業は時間単位で取得できます。

取得者数（平成20年度） 取得者数（平成21年度）
育児休業
部分休業
※（）は男性職員の取得者数。

１０　分限及び懲戒処分の状況
(平成22年4月～平成23年3月末時点）

2人
（注）　1　分限処分は、公務能率の維持を目的に行われる処分です。

心身の故障（負傷・疾病）などにより、本人の意に反して休職又は免職させます。

この場合、退職手当などに不利益な取扱いはされませんが、月々の給与又は賞与においては

減額の対象になります。表中の2人は全て心身の故障による分限休職処分です。

　　　　2　懲戒処分は、服務義務違反に対する制裁として行われる処分です。

分限処分と同様に本人の意に反して処分されますが、免職の場合は退職手当も支給されず、

当該地方公共団体への再就職、試験なども制限されます。

8人（0人）
0人（0人）

1人 1人

分限処分
懲戒処分

免職 停職 減給 戒告
2人 1人

特別休暇

本庁などの場合

制度の概要 平均取得日数（平成21年）

区分

月～金曜日（休日・祝日を除く）
勤務時間　　　　　8時30分～17時15分
　　　　　　　　　　　うち休憩時間60分

8人（0人）
0人（0人）
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１１　職員の服務の状況
憲法第15条第2項に基づき地方公務員法第30条に、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、

職務の遂行にあたっては、これに専念しなければならないと定められています。

この根本基準として、次のような服務上の義務が定められています。

・服務の宣誓

・法令及び上司の職務上の命令に従う義務

・信用失墜行為の禁止

・秘密を守る義務

・職務に専念する義務

・政治的行為の制限

・争議行為等の禁止

・営利企業等の従事制限

１２　公平委員会の状況
(平成22年4月～平成23年3月末時点）

件数

勤務条件に関する措置の要求の状況  0件

不利益処分に関する不服申立ての状況  0件

苦情の処理の状況  0件

懲戒、その他の本人の意に反すると認める不利益な処分が行われた場合、その職員は

行政不服審査法による不服申立てができます。また、給与・勤務時間その他の勤務条件に関し、

地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができます。

それらの不服申立てや措置要求がされた場合、公平委員会はその職員から口頭審理その他の

方法により審査を行い、必要に応じて処分の修正や取消しを行い、また地方公共団体の機関に

対し改善等の勧告を行います。

１３　研修の状況

21人

研修内容

庁内研修 延べ941人

専門実務研修 53人

情報セキュリティ、幹部職員研修など

東京財団週末学校、市町村職員研修センター及び市町村アカデ
ミーなど（行政法、民法、税務、契約、財務会計など）

その他研修

区分 受講者数

業務の状況

人権啓発学習講座、各種業務関連研修など
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